
　
　
　

　第43期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　
　
　
　
　

　

連結注記表
個別注記表

（2018年７月１日から2019年６月30日まで）

株式会社テー・オー・ダブリュー

上記事項につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、当社のウェブサイト
（http://www.tow.co.jp）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
なお、上記事項は、監査等委員会及び会計監査人が監査報告を作成する際に行った監査の対象
に含まれております。
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連 結 注 記 表
　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）
　１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況

連結子会社の数………………………１社
連結子会社の名称……………………株式会社ティー・ツー・クリエイティブ
前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社スポーツイズグッドは2018年11月30日をもって解散し、2019年４月25
日に清算結了したため、連結の範囲から除外しております。
なお、清算結了までの損益計算書については連結しております。

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。
　
　２．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．満期保有目的の債券………………原価法
ロ．その他有価証券
時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）
時価のないもの……………………移動平均法による原価法

　 ハ．たな卸資産
未 成 業 務 支 出 金………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産………………………定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 12年～47年
工具、器具及び備品 ４年～10年

（リース資産を除く）

ロ. 無形固定資産………………………ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法であります。（リース資産を除く）

ハ. リース資産………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
　 イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
ロ．賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

　 ハ．役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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　 ニ．受注損失引当金
　当連結会計年度末に受注している案件のうち、損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失
見込額を計上しております。

　
（4）退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　
（5）重要な収益の計上基準

　売上高
　進捗部分について成果の確実性が認められるイベントについてはイベントの進捗率（イベントの進捗率の見積りは原価比
例法）に応じて売上を計上し、その他のイベントについてはイベントの本番終了日をもって売上高の計上日としておりま
す。
　

３. その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 消費税等の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則
の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の
資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
　１．ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 1,240,316千円
　
２．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示価格に合理的な調整
を行う方法により算出しております。
再評価を行った年月 2001年６月30日
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

3,942千円
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３．当社においては、機動的な調達手段の確保により手元流動性を圧縮し、資金効率を高めることを目的として、取引銀行４行と当
座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 3,050,000千円
借入実行残高 840,000
差引額 2,210,000

　
　４．有形固定資産の減価償却累計額 315,950千円
　
５．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休
日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

　 受取手形 4,860千円

６．損失が見込まれる未成業務支出金と受注損失引当金は相殺表示しております。相殺表示した未成業務支出金に対応する受注損失
引当金の額は次のとおりであります。

　 未成業務支出金 13,952千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
　１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

　普通株式 24,484,548 － － 24,484,548

自己株式

　普通株式 2,016,096 30 － 2,016,126
（注）普通株式の自己株式の増加30株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効力発生日

2018年９月25日
定時株主総会 普通株式 314,558 14.00 2018年６月30日 2018年９月26日

2019年２月７日
取締役会 普通株式 292,089 13.00 2018年12月31日 2019年３月８日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2019年９月25日
定時株主総会 普通株式 359,494 利益剰余金 16.00 2019年６月30日 2019年９月26日
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　３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

2008年新株予約権
（注）２ 普通株式 60,000 － － 60,000 4,536
2012年新株予約権
（注）２ 普通株式 400,000 － － 400,000 35,910
2013年新株予約権①
（注）２ 普通株式 134,000 － － 134,000 20,374
2013年新株予約権②
（注）１・２ 普通株式 55,000 － 25,000 30,000 5,429
2013年新株予約権③
（注）２ 普通株式 20,000 － － 20,000 2,867
2015年新株予約権②
（注）１ 普通株式 14,000 － 14,000 － －
2016年新株予約権
（注）１・２ 普通株式 291,400 － 38,300 253,100 18,405

合計 － 974,400 － 77,300 897,100 87,523
（注）１ 2013年新株予約権②、2015年新株予約権②及び2016年新株予約権の減少は、権利失効によるものであります。

２ 2008年、2012年、2013年①・②・③及び2016年新株予約権については、権利行使期間の初日が到来しておりません。
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（金融商品に関する注記）
　１．金融商品の状況に関する事項
　（１）金融商品に対する取り組み方針

　当社グループは、必要資金を主に銀行借入で調達しております。資金運用については、主に流動性の高い短期の預金で行っ
ております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である電子記録債権、受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当
社グループの債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を定期的にモニタ
リングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的にそ
の保有の妥当性を検証しております。
　営業債務である電子記録債務及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。
　営業債務や借入金などについては、当社グループでは各社が月次で資金繰計画を作成するなどの方法により、流動性リスク
を管理しております。

　
　２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年６月30日（当期の連結決算日）現在の連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。（（注2）参照）

　
連結貸借対照表計上額

（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（１）現金及び預金 4,754,865 4,754,865 －
（２）電子記録債権 2,092,211 2,092,211 －
（３）受取手形及び売掛金 3,404,389 3,404,389 －
（４）未収入金 1,290,084 1,290,084 －
（５）投資有価証券
　 ① その他有価証券 800,414 800,414 －

資産計 12,341,965 12,341,965 －
（１）電子記録債務 61,548 61,548 －
（２）買掛金 1,966,871 1,966,871 －
（３）短期借入金 840,000 840,000 －
（４）未払法人税等 302,907 302,907 －

負債計 3,171,327 3,171,327 －
　
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　 資産
（１）現金及び預金、（２）電子記録債権、（３）受取手形及び売掛金、並びに（４）未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（５）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他の投資信託は公表されている基準価格によっております。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりです。
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その他有価証券

種類 連結貸借対照表計上額
（千円） 取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（１）株式 773,246 127,810 645,435
（２）債券
①国債・地方債 － － －
②社債 － － －
③その他 － － －

（３）その他 26,953 17,962 8,990
小計 800,199 145,773 654,426

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（１）株式 215 260 △45
（２）債券
①国債・地方債 － － －
②社債 － － －
③その他 － － －

（３）その他 － － －
小計 215 260 △45

合計 800,414 146,033 654,380
　
　 負債
　 （１）電子記録債務、（２）買掛金、（３）短期借入金、（４）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 194,146
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（５）投資有価証券」には含め
ておりません。

　
（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　

（単位：千円）
　

１年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超

現金及び預金 4,754,865 － － －

電子記録債権 2,092,211 － － －

受取手形及び売掛金 3,404,389 － － －

未収入金 1,290,084 － － －

合計 11,541,551 － － －
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（注４）短期借入金の連結決算日後の返済予定額
　

（単位：千円）
　

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

短期借入金 840,000 － － － － －

合計 840,000 － － － － －

　
　
（１株当たり情報に関する注記）
　１．１株当たり純資産額 415円20銭
　２．１株当たり当期純利益 59円88銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
　

（重要な会計方針に係る事項）
　１．資産の評価基準及び評価方法
（1）満期保有目的の債券…………………原価法
（2）子会社株式及び

関連会社株式
………………………移動平均法による原価法

（3）その他有価証券
時価のあるもの………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）
時価のないもの………………………移動平均法による原価法

（4）たな卸資産
未 成 業 務 支 出 金…………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）
　
　２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産…………………………定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 12年～47年
工具、器具及び備品 ４年～10年

（リース資産を除く）

（2）無形固定資産…………………………ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法であります。（リース資産を除く）

（3）リース資産…………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の金額に基づき、当事業年度末において発生していると
認められる額を計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。

（4）役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（5）受注損失引当金
　当事業年度末に受注している案件のうち、損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額
を計上しております。
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　４．収益の計上基準
売上高
　進捗部分について成果の確実性が認められるイベントについてはイベントの進捗率（イベントの進捗率の見積りは原価比例
法）に応じて売上を計上し、その他のイベントについてはイベントの本番終了日をもって売上高の計上日としております。

　
５. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則
の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産
の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
　

（貸借対照表に関する注記）
　１．ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額 1,135,709千円
　
２．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示価格に合理的な調整
を行う方法により算出しております。
再評価を行った年月 2001年６月30日
再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

3,942千円
　
３．当社においては、機動的な調達手段の確保により手元流動性を圧縮し、資金効率を高めることを目的として、取引銀行４行と当
座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 2,650,000千円
借入実行残高 540,000
差引額 2,110,000

　
　４．有形固定資産の減価償却累計額 255,353千円
　
　５．関係会社に対する金銭債権債務
　 短期金銭債権 14,592千円
　 短期金銭債務 468,218千円
　
６．損失が見込まれる未成業務支出金と受注損失引当金は相殺表示しております。相殺表示した未成業務支出金に対応する受注損失
引当金の額は次のとおりであります。

　 未成業務支出金 10,897千円

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年09月04日 00時35分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（損益計算書に関する注記）
　１．関係会社との取引高

（営業取引）
　売上原価（外注費） 1,954,256千円
（営業外取引）
　受取利息及び配当金 559,739千円
業務受託手数料 1,225千円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
　自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

当事業年度期首株式数
（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 2,016,096 30 － 2,016,126
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加30株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　会員権評価損 16,033千円
　投資有価証券評価損 10,105
　賞与引当金 23,960
　役員退職慰労引当金 54,788
　未払事業税 15,201
　退職給付引当金 59,419
未払賞与 30,444
　その他 71,140
繰延税金資産小計 281,093
評価性引当額 △38,970
繰延税金資産合計 242,123
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 193,451
繰延税金負債合計 193,451
繰延税金資産の純額 48,671

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
　 交際費 0.9
　 受取配当金 △9.7
住民税均等割 0.1

　 その他 0.0
税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.9
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（リース取引関係）
１．ファイナンス・リース取引
（借主側）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引
　 ① リース資産の内容
　 有形固定資産 主として、事務用機器であります。
　 ② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針に係る事項「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
　
（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社等

（単位：千円）

種 類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
株 式 会 社
ティー・ツー・
クリエイティブ

所有
直接100.0％

イベントの制作・
運営・演出業務の
請負

イベントの制作・
運営・演出業務の
請負

1,954,256 買掛金 468,218

受 取 配 当 金 558,418 － －

資 金 の 貸 付 558,000 － －
　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
案件ごとに価格交渉の上、取引条件を決定しております。また、資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に利
率を決定しております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
　１．１株当たり純資産額 389円18銭
　２．１株当たり当期純利益 61円82銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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